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After the Chonan incident of 2010, leaving an enormous impact on the Korean Peninsula 
and in the Northeast Asia region, the two opposing triangles are confronting each other. 
The United States, a status quo power wants to preserve and strengthen the two bilateral 
alliances, while aspiring to maintain a regional power balance in favor of the United States 
for the years to come. As a rising power, China wants to preserve and strengthen its 
traditional ties with DPRK. Pyongyang may have contemplated to strengthen its ties with 
Beijing, resulting in rendering China to be on its side and the US-Korea on the other side. 
Against this backdrop, this paper intends to analyze the present and prospect of China-
DPRK economic relations, mainly in light that Yanbian Korean Autonomous Prefecture is 
uniquely positioned to play active role in the two countries development of border. 
Thereafter, this paper will analyze the long-term prospects of the sustainable development 
in this region.
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はじめに
朝鮮戦争の勃発 60 周年を迎えた 2010 年に韓国の海軍の哨戒艦「天安号」の沈没事件とその
後の延坪島砲撃事件が起こり、朝鮮半島は再び戦争の瀬戸際まできていた。この二つの事件は、
朝鮮半島の南北双方の対立と緊張を一層高めるだけではなく、米中両国の世界及び東北アジア
地域におけるパワーゲームの性質を変化させた。米韓両国は黄海付近で合同軍事演習を敢行し
て中国の長期的な安全戦略に重大な影響を与えた。このような緊張情勢に対し、中国は朝鮮半
島の南北双方に冷静な対応と六者会談の早期再開を提案するなど対話チャンネルによる平和的
な解決を呼び掛けた。従来、中国は朝鮮（The Democratic People’s Republic of Korea: 
DPRK）１）と「伝統的な友好」という政治関係を梃子に、韓国と戦略的パートナーシップを梃
子に朝鮮半島の平和・安定を目指すという対朝鮮半島政策目標を追求してきた。しかし、今回
の事件をきっかけに中国は朝鮮の戦略的な重要性を再認識し、両国の政治、経済および文化方
面での全面的な関係を一層強化する一方、韓国との戦略関係を大きく後退させ、経済関係にと
どまった。本稿では、こうした中国の対朝鮮政策変化の背景を分析し、中朝両国の政治外交と
経済貿易関係の現状と課題、両国の辺境地域開発と延辺州の役割を検討し、この地域における
持続可能な開発の課題について展望することにする。
Ⅰ．中朝政治外交関係
近年以来、中国指導部は既に内外事情に合わせた新しい発展戦略を構想し、これに基づいて
新たな外交政策目標を確立している。胡錦濤・国家主席は、2009 年 7 月に中国の外交工作につ
いて「国家の主権、安全、発展利益」のために奉仕するよう指示した。戴秉国・国務委員（外
交担当）この指示を「国家の核心利益」（戴秉国［2010］）と定義し、具体的に「一つ目は中国
の国体、政体と政治の安定：共産党の指導、社会主義制度、中国の特色のある社会主義道路の
堅持であり、二つ目は中国の主権安全、領土完整、国家統一であり、三つ目は中国経済社会持
続可能な発展の基本保障であり、これは絶対侵害・破壊されてはいけない」と解釈した。これ
は中国の全般の外交政策決定における指導的な外交原則であると見られる。
この指導的な外交原則の提出は、当面世界規模での地殻変動、つまり中国の台頭に対する各
国の間の新しい力関係の動きと対外経済の進展につれて中国の国益が海外に伸長し、関係国と
の頻繁な経済摩擦、領土紛争が起っている状況に備えたものであった。近年、中国は他の大国
と比べて国力と影響力が大幅に増強され、2010 年に日本を抜いてアメリカに次ぐ世界第二の経
済大国（GDP）となり、アメリカでは米中の G2 論を展開するに至るまで国際的な影響力をも
つようになった（Bergsten［2008］）。これは中国指導部の予想を超えており、対外行動におい
てはますます強い姿勢をとるようになった（Wang, ［2001］）。一部の学者は南シナ海問題と朝
 立命館国際地域研究　第34号　2011年10月 73
鮮問題が中国の核心利益であると主張しているが、これが政府の立場と誤解されたことから、
世界各国の疑惑を呼んだ。中国の軍事専門家は、海外利益を守るためにはシーレーンの安全確
保、国力に相応しい海軍の近代化を急ぐべきだと主張している（『日本経済新聞』2010 年 8 月
11 日）。
これに対し、アメリカのオバマ政権は中国の台頭を見据え、「アジア太平洋地域への回帰戦略」
を打ち出して、この地域における同盟国、国際機構およびパートナーシップを通じてアジア太
平洋地域への関与政策を強化している（Clinton［2010］）。一方、オバマ政権は中国をグロー
バル的なステークホルダーと位置づけ、人権問題、大量破壊兵器拡散、気候変動、貿易基準、
人民元変動などの問題において中国に過度な負担を背負わせ、その発展を食い止めようとして
いる。アメリカを中心とした西側の対中国の「封じ込め」と「関与」政策は今後も継続される
だろう。また、東北アジア地域において日・米・韓三国を一方とする南の三角勢力（海洋勢力）
と中・露・朝三国を他方とした北の三角（大陸勢力）という対立構造が形成されつつある。大
国のパワーゲームが展開されている中、朝鮮半島はユーラシア大陸とアジア太平洋地域の二つ
の地殻に挟まれ、この構造変化の測定するパラメータになっている。
中国は、歴史と現実の認識から今回の米韓合同軍事演習が自国の主権に対する最大な脅威で
あると見なして、朝鮮の緩衝地域の戦略意義を再認識し、新しい対朝鮮政策に舵をきった。ま
ず、朝鮮半島における中国の最優先政策課題は朝鮮の安定、つまり朝鮮半島における戦争を事
前に防止し、朝鮮の国内安定を維持することである。中国は、朝鮮国内の混乱によって何十万
の難民が 1,416 キロの国境から中国に流れ込むことを一番警戒しているが、既に辺境では密売
と不法滞在問題が出現している。また、この混乱による外部の軍事対峙と介入はこの地域安全
を破壊するため、これを回避するには経済開発を持続させながら、朝鮮との経済協力を強化し
なければならないと考えている。
次に、2008 年に金正日委員長の健康問題が新聞で流れた時、中国は朝鮮の政権交代問題を最
優先事項に位置づけ、外部勢力がこれを利用して朝鮮の現状を変化させることを一番懸念して
いた。朝鮮は 2010 年の金正雲への政権交代をスムーズに行い、朝鮮政府の政治運営能力を十
分に示して、中国に安心感と自信を与えた。それで、中国指導部は「内政不干渉原則」を建前
にしながらも、いろいろなハイレベルのチャンネルを通じて政権交代への支持を朝鮮側に伝え
ていた。
第三に、中国は、朝鮮半島におけるアメリカの軍事増強をもっとも警戒している。アメリカ
は、日韓同盟関係を対アジア太平洋戦略の核心と基礎に位置づけ、それを強化している。それ
に応じて、韓国の李明博政権は米韓関係を最優先して、従来の対朝鮮「太陽政策」の代わりに
「通米封北」政策を取り、緊張の水位を絶え間なく高めてついに今回の軍事衝突までに至った。
米韓軍事演習は中国の「門戸安全」（front door）を脅かし、中韓両国関係の更なる悪化をもた
らした。日中関係も、2010 年 9 月 7 日の尖閣諸島（中国では釣魚島）付近における中国漁船と
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日本海上保安庁巡視艦との衝突事件によって全面的に対決し、アメリカは尖閣領島が日米同盟
の適応範囲にあると表明した。中国は米韓と対決する朝鮮の戦略的な緩衝の役割を再認識し、
この地域におけるアメリカとその同盟国の軍事優勢を牽制しようとしている。
第四に、中国の朝鮮半島非核化に対する立場の変化である。周知のように、朝鮮が 2006 年
に第一次核実験を行った時、中国は厳しい姿勢でのぞみ、両国関係は非常に大きな損害を受け
た。これを鑑み、中国は朝鮮の 2009 年の二回目核実験に対し、核問題と両国のその他の問題
を区別し、より柔軟な姿勢を見せていた。例えば、温家宝総理は 2009 に 8 月に朝鮮を訪問し、
大規模な援助パッケージを引き金として朝鮮の六者会談復帰への約束を導いていた。中国は朝
鮮の核問題は六者会談を通じて解決するべきであり、常に関連状況をチェックし、一貫的に朝
鮮半島の非核化を堅持するとしている。胡錦濤·国家主席は 2001 年 1 月に訪米中にオバマ大統
領と「米中共同声明」を発表し、朝鮮半島の南北対話の重要性を強調するとともに朝鮮のウラ
ン濃縮計画に懸念を表明した。中国は朝鮮半島の大量破壊兵器拡散は非核化問題と違って、ア
メリカ外交の最優先順位であり、米朝の二国間の問題に限定するべきであるとし、交渉による
解決を促した。
第五に、中朝両国は、国交 60 周年になる 2009 年の関目に「友好年」を迎え、両国の政治·経
済関係をさらに強化することをアピールした。本来、中国は「中朝二国関係」と「国際責任大国」
の両者択一のジレンマに陥っていたが（『東方早報』2010 年 6 月 1 日）、上記の事件によって新
しい外交指導原則に基づいて朝鮮の中国発展戦略における重大性を再確認し、両国関係の一層
の強化に乗り出した。中国は 2009 年の貨幣改革を実施して以来の朝鮮の厳しい経済状況がこ
の地域社会安定と東北振興策の実施にマイナス要因として働くと認識している。そのため、中
国は朝鮮に対し、経済援助と開発を行い、さらなる改革・開放へ誘導し、その体制安定を図っ
ている。今回の金正日委員長の中国訪問は「朝鮮に中国の発展を理解させる」と改革·開放を促
すという中国の思惑が潜められていた（『日本経済新聞』20011 年 6 月 23 日）。
一方、朝鮮は 2012 年までに「強盛大国」となること、具体的には政治、軍事、経済の三つ
の分野においてそれを実現することを目標としているが、アメリカを中心とする西側の制裁は
上記の戦略達成の最大の脅威と見なしている。特に、核実験の成功により政治と軍事大国の目
標は既に達成したと認識し、残りの経済大国の目標を 2012 年まで達成することを目標してい
る。そのためには、伝統的な友好国且つ最大の貿易相手国である中国との政治·経済面での協力
は欠かせない。このように中朝両国の戦略意図が相乗效果を生み、中国は対朝鮮経済協力に政
策の舵を取った。
Ⅱ．中朝経済関係
冷戦終結以降、中朝両国関係は 1994 年の金日成主席の死去により大きく漂流したが、2000
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年 5 月の金正日委員長の訪中により大きな転機を迎えた。両国は 1996 年に締結した経済技術
協力協定の履行を再確認し、中国の対朝鮮援助を従来の「緊急輸血型」方針から「経済の自立
回復」方針へ転換することに合意した。2001 年 9 月、江沢民・中国共産党総書記は朝鮮訪問に
おいて両国の「伝統的な親善協力関係を新たな発展段階へと進めていく」方針と「実情に合う
発展の道を進むことが朝鮮を富強国として建設することにつながる」ことへの期待を表明した。
「新たな発展段階」とは中国の対朝鮮援助政策の「経済回復型」への転換を意味し、「実情に合
う発展の道」とは、朝鮮に「改革・開放政策」を促すという思惑を意味した。また、温家宝総
理は 2004 年 4 月に中国を訪問した金正日総書記と両国の経済貿易協力について意見を交換し、
中国政府は「自国企業が朝鮮側と多様な形態の互恵協力を行うこと」を積極的に奨励し、「政
府の主導の下で企業が参加し、市場原理を導入」する方針を表明した。これは、中国が両国の
間の経済協力関係を従来の援助偏重の方式から「平等互恵」の方式へ転換したいとの意思の表
明である。
「総合安全保障」の観点から、中国は朝鮮と非伝統的な安全保障野における協力を強化し、
その成果が核問題を中心とする伝統的な安全問題の解決に繋がるという相乗効果を期待して経
済協力を両国の関係の中において最も重要な位置においている。現在、中朝の経済貿易は大き
な進展を遂げ、中国は朝鮮の最大の貿易パートナーとなっており、両国の経済相互依存はます
ます強くなっている。しかし、これについて「同時成長論」と「窮乏成長論（poverty 
growth）」が議論され、いずれも両国の経済協力関係の転換を示唆したものでもある。ここで
は二つの視点を踏まえながら、貿易、投資及び援助の三つの分野から両国間の貿易の現状と課
題それから今後の望ましい経済協力方式を検討することにする。
1．貿易概観
1991 年から、中国は朝鮮の最大の貿易相手国になり、2003 年以降両国間の貿易額は二桁の
伸び率を記録しながらずっと急上昇の勢いを見せてきた。2003 ～ 09 年の額を見ると、それぞ
れ 10.0 億ドル、14.0 億ドル、15.8 億ドル、16.9 億ドル、19.7 億ドル、27.8 億ドル、26.6 億ド
ルを記録した。特に 2010 年には 34.7 億ドルで、前年に対比し 29.3％増加し、その中で朝鮮の
対中国輸出は 11.9 億ドルで、前年より 49.9％増加した。もし中国海関の公式統計に入ってい
ない無償支援、国境貿易および重油の提供などを含めればその比率はさらに高くなる見込みで
ある（『中国海関統計年鑑』［2003 ～ 09］）。
朝鮮の対外貿易は主にアジア地域に集中し、全体の貿易額の 80％を占めているのに対し、
EU、アメリカとのシェアは 2005 年のそれぞれ 18.8％、2.2％から 2006 年の 15.5％、1.6％まで
に低下した。この背景には、朝鮮核問題をめぐってアメリカが主導する独自な対朝鮮経済制裁
に西側諸国が足並みを揃えたことによって、朝鮮は伝統的な友好国、特に中国との貿易に比重
を移す傾向が強くなったことなどが挙げられる。2009 年単年度の中朝両国の貿易依存度を見る
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と、後者は前者の全体輸入の 0.05％、輸出の 0.10％を占め、前者は後者の全体貿易の 52.6％を
占めている（同前）。これは中国にとって対朝鮮貿易の意義が小さいが、朝鮮にとって死活的
な問題であるような非対称的な相互依存関係を示している。
中国の対朝鮮輸出商品構造（2001 ～ 05 年）をみると、中国の輸出品目は鉱物性燃料及び鉱
物性、肉類、穀物、生産財の順番であり、これは朝鮮のエネルギー、食糧事情の未改善を表し
ている。中国の輸入品目は鉱物性燃料、鉄鋼、鉱石、亜鉛及び木材、魚介類の順であり、2010
年からは鉱物性原料（無煙炭）、衣類、魚類などが大幅に増加した（同前）。これは、中国の高
度成長と東北振興策の推進によってエネルギー及び鉱物資源に対する需要が急増し、これに対
する中国企業の投資が集中していることがわかる。
両国の貿易は主に一般貿易、国境貿易、保税貿易の三つに分かれ、朝鮮と地理的に近い遼寧
省、吉林省、黒竜江省の東北三省に集中している。例えば、2005 年の両国の貿易額をみると、
朝鮮の輸出の 90％が国境を接する遼寧省と吉林省向けであり、東北三省から全体輸入の 60 ～
70％を仕入れているが、この理由は税制減兔の恩恵と地理的に近いということなどが挙げられ
る。
2．投資構造
中国の朝鮮投資は、2002 年の朝鮮「7・1 措置」の発表を契機に、投資金額、投資傾向にお
いて大きな変化を見せていた。2004 年 2 月、中国は「北京朝華友連文化交流公司」を設立して
対朝鮮進出の窓口を設けた。さらに、中朝両国は 2005 年 2 月に「投資促進と保護に関する協定」
を締結し、投資資産が保障できる制度的な枠組みを作った。そうした背景もあって、中国の対
朝鮮投資額は 2003 年に 100 万ドル台に止まっていたが、2004 ～ 09 年の間にそれぞれ 2,174 万
ドル、3,104 万ドル、4,555 万ドル、6,713 万ドル、11,863 万ドル、26,152 万ドルに毎年増加し、
2009 年は 2億ドルを突破した（2009 Statistical Bulletin of China’s Outward Foreign Direct 
Investment［2010.12］）。
中国企業の対朝鮮投資は主に鉱山、流通、製造業、社会インフラなどの分野に集中している
が、これは中国経済の急成長によって原材料需要が急速に増え、資源輸入先をまず地理的に近
い朝鮮に求めることが原因となっていた。特に、2000 年から中国の東北三省経済振興の一環と
して東北開発プロジェクトがスタートされ、それに伴う建設業の活性化によって中国企業は朝
鮮の地下資源分野に大量の投資を行っている。例えば、吉林省の通化鉄鋼グループ、延辺鉄鋼
グループ、中鋼グループの三つの企業は 2005 年 10 月に朝鮮と茂山鉱山開発に少なくとも 70
億元を投資し、50 年間の開発権を獲得する契約を結んだ（『大公報』2005 年 11 月 2 日）。
2005 年 10 月の「長春北東アジア貿易投資博覧会」において、朝鮮は中国の五鉱グループと
合弁企業を設立することで合意し、朝鮮の最大規模の無煙炭鉱山―龍登炭鉱を開発することを
決定した。また、吉林省は朝鮮に電力を提供する代わりに朝鮮の両江道慧山の銅鉱山の採掘権
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を獲得し、金、亜鉛鉱山においても同じ方式で交渉を行った。呉儀・中国国務院副総理は 2005
年 10 月に朝鮮を訪問し、朴風柱・朝鮮内閣副首相と会談し、資源開発とインフラ整備に参画
することで合意し、両国の間で「新義州開発」と羅津市を中心とする総合開発計画が検討され
た。その以外にも中国は朝鮮の流通分野に進出し、自国商品の直接販売を行った（『연합뉴스』
2005 年 12 月 7 日）。
3．援助
実際、中国の朝鮮援助額に関しては中国側からの正式公表がない。南成旭教授の推計による
と、貿易形態から見て朝鮮の中国からの輸入実績の中、一般貿易と国境貿易が一番多く、無償
援助は 2000 年から全体の輸入金額の中で 1～ 5％程度しか占めず、2004 年の韓国の朝鮮援助
額 2.5 億ドルの 5.7％の水準に当たっているという。2000 ～ 05 年の中国の対朝鮮の無償援助額
はそれぞれ 27.6 百万ドル、68.1 百万ドル、16.0 百万ドル、10.9 百万ドル、14.6 百万ドルになっ
ている（南成旭［2006］）。この額は全体的には大きく増加したが、毎年平均すると増減を繰り
返したために一定の規則が見当たらない。この主な理由は無償援助の大半が両国首脳の相互訪
問など友好イベントがあるかどうかや、政治意思によって決まるからである。例えば、江沢民
総書記が 2001 年 9 月に朝鮮訪問した際、食糧 20 万トン、ディーゼル油 3万トンを朝鮮に援助
すると発表した。また、胡錦濤国家主席が 2005 年 10 月に訪朝した時も 20 億ドルに相当する
経済支援を約束した。しかし、中朝貿易の拡大という趨勢と違って無償援助額は下降線を辿っ
ているのが現状である。
要するに、貿易収支のアンバランス２）は中朝貿易関係における懸念材料である。朝鮮の貿易
収支は毎年ごとにかなり増減が激しいが、1990 年代後半から 2000 年代の初めまでは 3億ドル
弱から 4億ドル強の貿易赤字が継続していた。それが、2002 年からは朝鮮の輸出急増もあって
赤字は 2億ドル前後に縮小されたが、2005 年には再び 5.8 億ドルまで膨らんだ。2006 ～ 09 年
の実績を見ると、それぞれ 7.6 億ドル、8.1 億ドル、12.7 億ドル、10.9 億ドルを記録するなど
貿易赤字は拡大傾向にある（『中国海関統計年鑑』［2006 ～ 09］）。このような貿易のアンバラ
ンスは両国の輸出入商品構造、つまり中国の付加価値の比較的高い産品輸出と朝鮮の付加価値
が低い一次産品輸出の間の格差から生じており、全体的に見れば、両国の異なる国内経済構造
を反映している。そのため、両国の貿易関係においては相互の経済政策の調整、朝鮮の経済構
造への転換、中国の対規模なインフラ投資、援助が緊急課題となっている。
Ⅲ．金正日委員長の訪中と中朝の経済協力
金正日委員長は 2011 年 5 月 20 日から 27 日に中国を訪問し、胡錦濤国家主席と会談し、両
国関係に関する包括的な課題を議論した。具体的には、ハイレベル交流の強化、党と国家管理
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経験の交流、相互利益に基づく経済協力の拡大、文化・教育・体育の交流の深化、国際及び地
域の重大な問題における意思相通と協力の強化などが挙げられていた（『人民日報』2011 年 5
月 28 日）。これは 2010 年に合意した内容とはあまり変わりがない。また、金委員長は温家宝
総理との会談で経済協力の強化に焦点を当て、「中国図們江地域協力開発計画要綱―長吉図を
開発開放先導区にする」（以下長吉図開発計画）と羅先地域開発、黄金坪島開発、朝鮮の「国
家経済開発十ヵ年戦略計画」などにおける具体的な協力方法について議論したと見られる。
まず、今回の金正日委員長の中国訪問は、これまでの 6回の訪問で一度も使っていなかった
路線である延辺の図們市からスタートしており、このことは金委員長が辺境地域で中国と共同
に推進する羅先特区開発に特別な関心を示したことを意味している。最近、中朝両国は羅先地
域を「強盛大国の先駆地域」と指定し、この地域に市場原理を導入しようとしている。中朝両
国は 2010 年に「羅先経済貿易地域と黄金坪・威化島経済地域共同開発及び共同管理に関する
協定」を結び、その継続作業として「中朝羅先経済貿易地域と黄金坪経済地域共同開発計画要
綱」（以下要綱）を発表した。具体的には、羅先地域を対外交流の実験地域、強盛大国の先駆
地域、中朝経済協力のモデル地域として市場原理を導入し、原材料工業、装備工業、ハイテク
工業、軽工業、サービス業、現代高効率農業など六つの産業ベルトを建設し、短期と長期の段
階に分けて完成させる計画が示された。
短期計画として、両国は羅先地域に羅津―先鋒―オンサン―グルポロを連携する産業ベルト
を作り、十個の工業団地を設立する。この具体的配置は、羅津市に物流保管倉庫、装備工業、
ハイテク工業、繊維・食料品加工など四大工業団地を作り、装備工業に関しては数何万トンス
ループット可能な港と船舶製造施設及び修理施設を建設する。ハイテク工業に関しては、電子
工業、薬品、薬草栽培などの産業を育成する。先鋒市には、原材料工業、繊維・皮革加工業、
装備工業、農産物加工業など四大工業団地を造成する。ここにはまず貨物車の組み立て工場か
ら始まり、それから日常金属製品、建設用金属材料、軽工業機械部品の生産施設を作る。オン
サン地域には、紙、家具、鉛筆、合成板など総合木材加工団地を作る計画であり、グルポロ地
域には、野菜、林業、果樹業など高効率な農業モデル団地を作る予定である。
長期的な計画として、両国は羅先地域を国際的な観光地として開発する。この初期段階にお
いて、両国は朝鮮、中国、ロシア三国の辺境地域の民俗文化とこの地域の保有している観光資
源を積極的に活用して観光客を誘致するとともに、ホテル、リハビリセンター、道路など観光
施設を建設する。そして、これと「大図們江地域開発」（GTI）と連携して中国の延辺、朝鮮
の羅先、清津、七宝山、金剛山、ロシアのウラジオストクとサハリン、日本の新潟と札幌、韓
国の束草と釜山などを繋ぐ東北アジア観光コースを開発して羅先地域を世界的に有名な観光地
に育成する。
羅先地域の産業を発展させるために、中朝両国はこの地域の陸海上の交通、電力供給、通信
などに関連する社会インフラ構築を同時に促進する計画を策定した。交通に関しては、羅先地
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域に「一中枢、三方向、五通路」の開放型の交通網を構築する。具体的には、「元汀―羅津」、「先
鋒―ウンサン港」に道路網を建設し、「元汀―圏河国境橋」を補修して運輸能力を高める一方、
「羅津―元汀」、「羅津―清津」、「羅津―図們江の間の高速道路」を建設する。中国吉林省政府
は 2010 年に朝鮮政府と 2012 年まで 2億 5 千万人民元（RMB）を投資して「元汀―サハプー
ホンフェー羅先」の間の四車線道路を建設することに合意し、現在既に設計段階に入っている。
鉄道網の構築において、両国は「羅津―先鋒―清津」の間の鉄道を補修し、長期的に「琿春―
琿竜」の間の鉄道を建設する計画であり、航空運輸能力を向上させるために清津市に民営空港
を建設する計画も策定した。
港のインフラ施設の建設に関して、両国は羅津港を総合的な港に建設するとともに、既存の
羅津港の施設を改造して受容能力をさらに高めることにしている。中国は羅津港 1～ 3号埠頭
施設を改造し、短期的には 5万トン級以上の多用途な船舶が停泊できるようにする。そして 4
号埠頭を 30 万トン級の鉱石埠頭に、5号埠頭を 20 万トン級コンテナ埠頭に、6号埠頭を 10 万
トン貨物スループットの埠頭に建設する計画である。同時に羅津港開発と連携して 1千万ドル
を投資して 4万平方の市場を建設するとともに、100Vの変電所と送電路も建設する。
電力供給に関連して、両国は羅先地域に現在の先鋒にある重油発電機に代わり、石炭用の火
力発電所を建設し、風力エネルギー、太陽光を利用して発電する方法も検討中である。中国の
「商地公司」は現在の脆弱な電力事情を考慮し、羅先市に火力発電所ができるまで、中国東北
部から直接電力を供給してもらい、古い送電施設を取り替える計画も発表した。情報通信の場
合、この地域に移動通信網のインフラ施設を構築し、今後に相互連結していく計画を模索して
いるところである。
2010 年、朝鮮は羅先特区建設を成功させるため、中国と共同運営システムを作り、羅先地域
投資関連法を改編するとともに、羅先市の特別市への昇格に合わせ、責任者に対する人事刷新
も行った。中朝両国は羅先特区の共同に運営するために政府間協力機構―「共同指導委員会」、
地方政府が参加する「共同開発管理委員会」、「投資開発公司」など三つの協力組織を立ち上げ
ている。また、外国投資の誘致を活性させるために市場原理に基づいたこの地域に適応できる
税務、土地、金融政策を設定した（『羅先自由経済貿易地域における外国投資企業及び外国人
税金規定規則』2010）。具体的には、輸出入関税の免除、外国人投資家の送金の自由、所得税
と土地使用面の特恵、銀行の設立、人民元、朝鮮元および特定の貨幣使用の許可、長期滞在の
許可、企業と労働者の間の自律的な労働契約の導入、投資資産などの自由移譲・相続、市場原
理による破産・清算など市場経済原理を導入することを決定した。2010 年 1 月 4 日、朝鮮は羅
先市を特別市に昇格させ、市政府幹部はすべて中央政府が派遣した。リムギョンナム・元貿易
相が市党責任秘書に、貿易省次官が市人民委員長に、対外外資誘致を総括する「太平グループ
会社」の責任者に中国朝鮮族出身の朴哲朱氏をそれぞれ任命するともに、40 代で中国通の幹部
らを大量に抜擢した。
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西部の新義州―丹東の連結開発事業は、黄金坪島開発を中心に推進されており、これは羅先
開発と同様に朝鮮指導部の関心事項である。「要綱」によると、中朝両国は鴨緑江河口に位置
する黄金坪地域に商業センターと情報産業、観光文化産業、現代農業、加工業など四大の産業
団地を造成してこの地域を知識集約型の新経済区域を建設する。インフラ開発において、この
地域に港、道路、配電網を建設し、インターネット、移動通信網も構築するとしている。運営
面では羅先地域と同じような管理機構と市場原理を導入する。また、両国は新鴨緑江大橋を建
設し、鴨緑江の近くに観光特区を開発する計画を促進している。
それ以外にも、経済難を乗り越えて持続的な経済発展を達成するため、朝鮮は 2011 年 6 月
から中国太風グループと手を組んで朝鮮の「国家経済開発十ヵ年戦略計画」作成し、インフラ
建設と農業、電力、石炭、錬油、金属など基礎工業と地域開発を中心とする目標を設定した。
太風グループとの計画は全体的に投資誘致計画、インフラ建設、経済収益など三つの分野から
編成され、その中で外資誘致のための主な戦略を資源開発におくことにした。
今回の金正日委員長の訪中の背景には、米国の厳しい経済制裁と韓国の「5・24 措置」によ
る外資誘致と貿易における困難を中国との大規模な対朝鮮投資事業によって乗り越えようとす
る意図がある。金委員長の訪中によって今後の中朝両国の経済協力事業にどのよう変化が現れ
るのだろうか？この展望については次の三点があげられる。まず政府次元では、中朝経済協力
の主体が従来の企業主導型から政府主導型に、一方支援型から相互利益型に、短期的支援型か
らインフラ開発中心型に転換され、両国の次世代の指導体制に継続されるだろう。次に企業次
元では、中国からの一方向的で、資源開発を中心とする投資がなされ、両国辺境地域開発協力
が進められるだろう。最後に持続性においては、朝鮮の貿易活性化と外資誘致は朝鮮半島情勢
が緩和され、核問題の解決の入り口に入るまでに相当な制約を受け、また朝鮮の開放と市場経
済導入を前提しないと中朝両国間の経済協力が長く持続するのは難しいだろう。
Ⅳ．中朝経済開発における延辺州の位置づけ
延辺州は、中朝両国の地域開発戦略の実施において非常に重要な地政学的な意味をもってい
る。清朝は 1668 年に中国東北三省を「龍興之地」とする封禁令を発し、一つの「空間」を作っ
たが、1860 年代ころに図們江以北地域に開墾地を設けると、朝鮮半島から大量の移民が流入し、
かれらはこの大国統治力が交差する格闘場で民族の受難史、開拓史、独立史が織りなす波瀾万
丈の歴史を経験した（孫春日［2003］）。それでもかれらは稲作、タバコ、黄牛、「平果梨」な
ど近代農業の基盤を中国の東北地域に築き上げてきた。特に中国共産党の指導のもとで中華人
民共和国の成立に重大な貢献を果たした。延辺州は 1952 年 9 月に設立され、30 年間の改革開
放の歴史を経てその他の地域と比べて先進的な産業基盤を構築し、特に中国の沿辺開放発展戦
略と東北振興策の実施によって世界から注目される地域として成長した。
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1．辺境貿易
1950 年 6 月に朝鮮戦争が爆発すると、毛沢東は朝鮮の要請を受け、中国人民解放軍に所属し
ていた朝鮮族部隊 3師団を派遣し、それが朝鮮人民軍の主力部隊となって朝鮮の独立と生存の
ために大きな役割を果たした。戦後、中朝関係の変動の中で朝鮮と延辺州の関係も大きく揺れ
ながらも、地理、民族、歴史的な背景もあって比較的緊密な経済関係を維持してきた。
延辺州は 1954 年 8 月に中央政府に対して州住民の海産物の需要を満足させるため、朝鮮の
辺境地区との貿易を申請してそれが許可され、同年 10 月 19 日に「中国食品公司吉林省延辺分
公司」と「朝鮮貿易会社」は「物質交換契約書」を締結し、中国の図們、沙頭子、開山屯など
三つの地域と朝鮮の南陽、会寧、京元及び茂山など四つの地域を両国の物資交換所に指定した。
しかし、1960 年代の中国文化大革命の混乱もあって中朝辺境貿易は一時中断され、1978 年
の中国の対外開放政策の実施と朝鮮の「合営法」の制定によって、1982 年に図們市を中心に再
開された。中国は 1984 年に辺境貿易を是正するため、「辺境小額貿易暫行管理弁法」を設定し、
辺境貿易を辺境小額貿易と辺民互市貿易の二つに分類し、それ以降辺境貿易は急速な発展を遂
げた。また、朝鮮の要求によって両国は 1988 年 6 月に辺境貿易を拡大することで合意し、両
国の辺境通商口を中国は 3ヵ所から 13 ヵ所に、朝鮮側は 3ヵ所から 6ヵ所までに増加させた。
中国が 1991 年に取引決済通貨をドルに変更したことで辺境貿易は大幅に減少したが、1992 年
11 月の「国境貿易管理緩和」措置により輸入規制が大幅に緩和された。さらに、中国は 1996
年に「辺境貿易に関する国務院の通知」を発表し、辺境貿易に対する優遇政策を発表する同時
に、1992 年に廃止した朝鮮に対する友好価格制度を復活させた。また、1998 年にはこれを改
正した形で「辺境貿易をさらに発展させる補充規定に関する通知」を発表し、辺境貿易関連制
度を補完して 2000 年に新しい優遇政策を発表し、現在まで実行している（KOTRA［2007］）。
中朝辺境貿易額は 2006 年に 4.55 億ドルを記録しているが３）、これは中国の全体貿易の 1％
しか占めておらず、中国にとって経済より辺境地域の安定という政治的意味のほうが大きい。
しかし、全体貿易の 70 ～ 80％を占めている朝鮮にとって重要な意味をもっている。また、西
側社会の経済制裁と硬貨決済など不利な条件を回避して原材料と生活用品を輸入してインフレ
を抑え、小規模の朝鮮経済への衝撃を緩和させる役割を果たしている。つまり、これは朝鮮経
済を回復させ、市場経済への認識を深めるとともに、取引のリスクを避ける一つの手段である。
また、中朝辺境貿易の実際規模は国際情勢の変化によって大きく変動するが、今後も一定の水
準を維持するだろう。要するに、辺境貿易は朝鮮経済を理解する一つのバロメーターであり、
その変動はこの国が直面している国内外の要因と密接に関連している。
中朝辺境貿易は両国の 11 ヵ所の通商口岸を通じて行われているが、その中で 7ヵ所が延辺
州に集中している。その中の琿春市では、朝鮮の最初の自由貿易区―羅先地域と隣接しており、
辺境貿易、互市貿易及び人的交流が一番活発に行われている。延辺州の対朝鮮辺境貿易額は
1990 年代上半期までにずっと遼寧省丹東市を上回っていた。例えば、1993 年の延辺州の対朝
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鮮辺境貿易総額は 3.2 億ドルで、同年の中国の対朝鮮辺境貿易 6.9 億ドルの 50％占めていた。
しかし、1998 年になって 21％までに下がり、さらに 2001 年には丹東の 30％の水準に留まるこ
とで主導権を奪われた（同前）。
最近になって、中国は一般貿易収益減少を考慮して辺境貿易に与えていた優遇策を縮小する
方向性を示しており、同時に朝鮮側も貿易のアンバランス、外貨流出及び税収の減少などを懸
念して辺境貿易の拡大に慎重な姿勢をとっている。朝鮮からの輸出品目が主に第一次産品であ
ることで、さらに貿易条件が悪化し、これから被る損失が経済成長から得られる利益を上回る
可能性が出てくる。そのために延辺州と朝鮮の経済連携は新しいパターンへ転換せざるを得な
いだろう。
2．延辺州と羅先の総合開発計画
1991 年、国連開発計画（UNDP）が「図們江地域開発計画（TRADP）」を正式に発表すると、
中国、ロシア、朝鮮三国も独自の関連政策を発表し、図們江地域開発が正式にスタートした。
また、中国、ロシア、朝鮮、韓国、モンゴルの五ヵ国は 1995 年 12 月に「図們江地域経済開発
及び北東アジア開発協商委員会設立に関する協定」に調印し、中国、朝鮮、ロシア三国は「各
国自主開発モデル」から「各国自主開発と国際協調を並行」させるモデルに転換させる方針を
打ち出した（韓興海［2010］）。しかし、この計画は国際情勢変化、関係国の利益の相異、推進
主体とコンセンサスの不在などによって大きな進展が見られなかった。
2005 年 9 月、中国長春市で「TRADP第 8 回諮問委員会」が開催され、参加国政府は
TRADPの再活性化を目指して、「大図們江イニシアチブ（GTI）」プログラムを推進すること
で合意した。そして、その対象地域に中国東北三省及び内モンゴル自治区、朝鮮の羅先地域、
モンゴル共和国の東部三県、韓国の東部諸港、ロシア沿海地方などの地域を指定した。また、
1995 年の TRADPに関する協定を 10年延ばすことに合意し、「2006 ～ 15年GTI戦略行動計画」
を採択した。「GTI」は、国道及び鉄道を接続するインフラ整備、港湾施設整備、ボトルネッ
クの解消、国境通過に関する諸規制の調整などを各参加国政府に勧告した。具体的には、「北
東アジアフェリー航路の開通」、「琿春―マハリノ鉄道再開」、「ザルビノ港の改造」、「中国―モ
ンゴル鉄道の実現可能性調査」、「中朝道路・港湾プロジェクト」が 2007 年度の市場と資金調
達を優先する中核的プロジェクトに選定された（Changchun, China［2005］）。中国政府は
2003 年 10 月と 2005 年 6 月に「東北三省旧工業基地改造ガイドライン」と「東北業基地の対外
開放拡大に関する実施意見」をそれぞれ公表し、東北三省の経済振興戦略に乗り出した。つま
り、この二つの文書は明らかに「GTI戦略行動計画」を視野に入れ、「地域経済協力の発展」
と「対外開放の加速化」の方針に基づき、東北三省の経済振興に膨大な資源と運輸ルートの構
築の必要性から中国にとって必要な膨大な資源の確保と運輸ルートの構築のために、地理的に
近く、地下資源が豊富な朝鮮羅先地区を開発しようとする意図を持ったものであった。具体的
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には朝鮮のエネルギー・原資材・鉱山開発、インフラ整備、経済特区建設などに照準を当てて
いる。
また、吉林省政府は 2005 年 4 月 15 日に琿春市を「対ロシア港湾、道路、税関一体化地域」、
「対朝鮮港湾、道路、税関一体化地域」にする計画を発表し、2006 年 4 月に朝鮮と琿春市圏河
と羅津元汀の間に「緑色通路」を開設することに合意した（『中国新聞』2006 年 4 月 13 日）。
また、延辺州政府は「中央政府の第十一次五ヵ年計画（2006 ～ 10）期間」中、対朝鮮協力事
業をより積極的に展開することを同州の対外開放の主要な任務とし、琿春市の圏河と朝鮮の羅
津を繋ぐ道路を国家二級道路に建設し、咸境道温成郡南洋と羅津港までの鉄路補修改造事業に
取り組む計画を発表した。中朝両国は琿春市が羅津港の 3号埠頭、新たに建設される 4号埠頭
の 50 年間独占使用権利を獲得する代わりに、この地域に 5km2 の工業団地と保税地域を建設す
ること、元汀里から羅津港の間の 67kmの高速道路を建設し、年間 100 万トン規模の仲介貿易
を行うことなどで合意した（『新華社通信』2005 年 9 月 22 日）。これを補完する形で、中国は
2006 年に「図們―清津鉄道」、「茂山―南平国境橋」、総距離 1380kmの東辺道鉄道などを建設
する計画を発表した（『朝鮮日報』2006 年 3 月 10 日）。
3．長吉図を開発開放先導区に
上述した地方政府の開発計画を承認する形で、中国国務院は 2009 年 11 月に「長吉図開発計
画」を発表し、始めてこの地域開発を国家戦略に昇格させた。この計画の具体的な内容は、長
吉図の三つの地区を北東アジアへの対外開放の重要な窓口、中国東北部における新たな経済成
長エリア、北東アジア諸国と経済協力の重要なプラットフォームとし、図們江地域協力の国内
対象地域を長春市、吉林市及び延辺州までに拡大することであった。しかし、対象地域に対し
ての具体的な優遇政策は示されず、「先行先試」と内陸地域と連携発展を奨励し、陸国際輸送ルー
トを開拓し、国境地域の発展を模索することなどが示された。特に、この戦略は「国際大通道
の建設」を核心的目標として設定し、その中でも朝鮮の羅津港、延辺州の琿春市、モンゴル国
のチョバ山を結ぶ東北アジア国際物流ルートの構築を目指していた。
また、「先行先試」の措置として延辺州政府は既存の地域発展計画に基づいて、物流ルート
の構築、中核都市の建設、インフラ整備、産業育成と発展、国境周辺地域の開放及び生態経済
区建設など六大分野を中心に総投資額の 3,189 億人民元（RMB）を 156 個の重点プロジェクト
に投資する措置を発表した。その中で対朝鮮開発と関連するプロジェットとしては、「長春―
琿春高速道路」、「琿春―東寧鉄道」、「琿春―羅津―上海陸海運輸線」及び「図們―清津陸海運
輸線」などの交通インフラ、中朝互市貿易区の設立、中·露·朝三国を結ぶ観光コースの開発な
どが含まれていた（http://www.yanbian.gov.cn/2011/02/26）。この運輸網をさらに韓国の束草
と釜山、ロシアのザルビノとポシェット、日本の西部の港まで繋げ、羅津港をリンチピンとす
る陸海空路一体化の東北地域物流網が形成される見通であり、「長吉図開発計画」は三年内に「国
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際大通道」を開通することを目指している。また、延辺州は「計画」の「先行先試」の一環と
して先導区の戦略窓口、輸出加工区、辺境経済協力区などの既存の優遇策を十分に活用して積
極的に外資を誘致しており、延辺州の琿春は既に中国の商務部、人力資源社会保障部、海関総
署から加工貿易の重点基地に指定されている。
おわりに―中朝関係の持続可能な発展への課題
今、世界は頻発するテロや紛争、気候変動、大量破壊兵器の拡散、人権侵害、貧富格差など
グローバルな諸問題に直面し、これらを解決するためには持続可能な開発が重大な課題となっ
ている。これまでの東アジア開発は主に独裁開発モデルをとってきた。しかし、それは資源の
乱用により地球環境を破壊したばかりか、貧富格差の拡大、社会の荒廃を招き、資源の枯渇を
もたらし、テロや地域紛争の火種にもなるなど深刻な問題を引き起こしている。これらはまさ
に東アジアの新しい開発モデルへ転換の必要性を示唆している。
では、中朝両国経済開発はどのようなモデルによって構築されるべきか？これは、まず開発
理念的には民主的で誰もが参加できる社会制度と、社会や環境への影響を考慮した経済制度を
保障し、個々の文化の独自性を尊重しながら、平和の構築、貧困の解消、人権の擁護、異文化
理解の推進、健康の増進、企業責任の促進などを通じて、公正で豊かな未来を創造するものに
ならなければならない。それと同時に開発成果もこの地域の人達、地域社会それから国々に利
益を共有させるものにならなければならないのである。
次に、安全保障において、中朝両国が既存の同盟関係を新しい戦略的パートナーシップへ転
換することが必要である。それから、グローバルな次元で両国の関係を構築し、朝鮮半島の非
核化、平和と安定の維持に向けてともに取り組み、最終的には朝鮮の国際社会への復帰を促進
することが望ましいのである。
第三に、「窮乏成長」を乗り越えて持続的発展としての「同時成長」を達成するのが中朝経
済開発の目標である。短期的にみれば、中朝経済関係の進化は、朝鮮経済の回復によい影響を
与え、「同時成長」になりうる。なぜならば、核問題によって国際的な孤立が深まっている朝
鮮にとって、その産業発展に必要な原材料、そして住民生活に必要な商品などを調達する輸入
対象国と外貨を稼ぐための輸出国が存在するということは、経済危機からの脱出をするための
好条件となっている。また、中国の対朝鮮投資増加によって、運送・物流、インフラ整備、資
源開発と活用などのプロジェットが始動すれば、朝鮮の経済回復と産業の建て直しがよい方向
に向かうだろう。特に資源開発分野への投資は持続性が高いため、工業、交通輸送などの関連
分野によい影響を及ぼすだろう。
しかしながら「窮乏成長」に陥ってしまう可能性も残っている。まず、朝鮮の対中国貿易赤
字は拡大しており、国際社会の制裁のハードルがますます高くなるなど貿易条件の改善は見込
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みがたい。それに加えて、両国の間では鉄鉱石、水産物など第一次産品が中心に取引されてお
り、高付加価値品を輸出する側の実際収益が貿易量の増加によって逆に減少する可能性がある。
次に、朝鮮の生産性低下による交換商品の不足に伴い、製品を生産して内需市場を構築する前
に、中国製品の消費市場に転落する恐れがあるだろう。最後に、「資本蓄積による生産増加→
消費増加→投資増加→資本蓄積」の循環発展構造が自立的に成り立つことが出来ず、その代わ
りに「消費財の輸入代替→生産中断→資本蓄積の失敗→再投資失敗」という悪循環構造が深化
することもありうる。その以外に、中国資本の朝鮮地下資源分野への拡大は、環境破壊と基幹
産業の弱体化に繋がり易い。
第四に、中国の朝鮮に対する大量且つ総合的開発援助プランを実施するとともに、中朝両国
において、改革・開放に対するコンセンサス、インフラの整備、社会保障制度の維持、環境、
観光、教育、医療、ハイテク分野における協力が必要になっている。
第五に、中朝の東部の羅津―先鋒の連携開発は、東北アジアの国々との経済交流の拡大を希
望する日本と韓国に対して評価できる事態である。羅津港を利用して中国の新しい海運ルート
が始動すれば、これは経済的有益性に優れているし、その舞台になる日本海に中国の進出が活
性化し、東北アジア海運事業に巨大な利益をもたらす可能性がある。閉鎖的な朝鮮経済に対し、
中国式の港湾制度、商慣習を導入するだけでなく、朝鮮の労働者の雇用も期待できるので、朝
鮮経済はさらなる開放・改革を促進することになろう。中国の羅津港使用が始まれば、短期間
に国際貿易港として発展する可能性が高いのである（花房征夫［2000］）。しかし、地域参加国
が利益を共有するためには羅津港の門戸開放が急務になっており、羅津港の港湾制度、運営方
式、法律などにおける国際化を加速化されなければならない。また、周辺国が日本海での協力
事業を導き出すためには、中国権益を周辺諸国にも開放させ、「内国民待遇」原則を国際社会
に拡大するのが今後の重要な課題になっている。
最後に中朝経済開発において、延辺州の橋がけ、窓口の役割を強化することは非常に重要な
課題である。今後、中朝関係がどのように変化しようとしても両国における延辺州の歴史的、
地政学的、政治経済的及び文化的な重要性は変わりがない。フロンティア精神、ディアスポラ
の多文化性、グローバルの意識をもっている延辺朝鮮族集団はこの地域開発の起爆剤になるの
は間違いがないだろう。
注
１）この名称については中国の表記に従う。
２）朝鮮の貿易赤字は経常勘定の赤字である。
３）もし「辺境互市貿易」と「密輸」の額を入れると実際の規模は統計数値の二倍になるという計算もあ
る（KOTRA［2007］）。
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